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１　固定資産の取得及び処分並びに減価償却費及び減損損失の明細

当期償却額 当期損益内 当期損益外

建物 458,599 0 0 458,599 44,711 41,273 - - - 413,888

工具器具備品 7,495,114 425,723 0 7,920,837 4,117,159 1,286,217 - - - 3,803,678

計 7,953,713 425,723 0 8,379,436 4,161,870 1,327,490 - - - 4,217,566

敷金保証金 6,114,490 120,000 56,164 6,178,326 - - - - - -

計 6,114,490 120,000 56,164 6,178,326 - - - - - -

当期増加額 当期減少額
減損損失累計額

（単位：円）

摘要差引当期末残高

有形固定資
産（償却費
損益内）

投資その他
の資産

期末残高
減価償却累計額

資産の種類 期首残高
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２　運営費交付金債務及び当期振替額等の明細

 (1)  運営費交付金債務の増減の明細 （単位：円）

期末残高

平成20年度 178,403,603  -                            0 0 0 0 178,403,603

平成2１年度 182,526,884  -                            0 0 0 0 182,526,884

平成22年度 -                 366,771,000 278,145,304 545,723 0 278,691,027 88,079,973

合計 360,930,487  366,771,000 278,145,304 545,723 0 278,691,027 449,010,460

 (2)  運営費交付金債務の当期振替額の明細

　　　平成22年度交付分

金額

①費用進行基準を採用した業務：でん粉原料用いも及び国内産いもでん粉と輸入でん粉等との価格調整業務

　 及び情報収集提供業務

運営費交付金収益 278,145,304 ②当該業務に係る損益等

　 ア)　損益計算書に計上した費用の額：278,789,257円　

　　　　　　(業務管理費32,928,912円、でん粉情報収集提供事業費15,420,271円、

             役員報酬9,112,314円、給与及び手当117,779,397円、賞与37,240,736円、法定福利費29,967,910円、

             退職手当856,418円、一般管理費35,474,345円、支払利息8,954円)

資産見返運営費 545,723 　 イ)　貸借対照表から消滅した債務の額：317,946円

交付金 　　　　　　(リース債務317,946円)

費用進行基準による振替額 　 ウ)　自己収入に係る収益計上額：905,735円　

　　　　　　(財務収益371,092円、雑益534,643円)

　 エ)  貸借対照表から消滅した資産の額：56,164円

資本剰余金 0 　　　　　　(敷金56,164円)　

　 オ)　固定資産の取得額：545,723円

　　　　　　(工具器具備品425,723円、敷金120,000円)　

③運営費交付金の振替額の積算根拠

　 　 費用278,789,257円+消滅した債務317,946円-自己収入収益計上額905,735円-消滅した資産56,164円

計 278,691,027 　 　＋固定資産の取得 545,723円=278,691,027円

   ※   事業収入以外の自己収入を全額財源として使用し、不足分について運営費交付金収益に計上することと

　　　 している。

278,691,027合　計

資本剰余金運営費交付金収益
交付年度

小計

当期振替額

交付金当期交付額期首残高 資産見返運営費
交付金

区　分 内　訳
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交付年度

平成20年度 178,403,603 ○費用進行基準を採用した業務は、国内産いもでん粉と輸入でん粉等との価格調整業務及び情報収集提供業務である。

○運営費交付金債務残高の発生理由は、自己収入を充当する業務経費が予算を下回り、翌事業年度に繰り越し

　 たもの。（注：運営費交付金の収益化については、自己収入を優先的に充てることと している。）

○翌事業年度に繰り越した運営費交付金債務残高については、翌事業年度において収益化する予定である。

178,403,603

平成21年度 182,526,884 ○費用進行基準を採用した業務は、国内産いもでん粉と輸入でん粉等との価格調整業務及び情報収集提供業務である。

○運営費交付金債務残高の発生理由は、自己収入を充当する業務経費が予算を下回り、翌事業年度に繰り越し

　 たもの。（注：運営費交付金の収益化については、自己収入を優先的に充てることと している。）

○翌事業年度に繰り越した運営費交付金債務残高については、翌事業年度において収益化する予定である。

182,526,884

平成22年度 88,079,973 ○費用進行基準を採用した業務は、国内産いもでん粉と輸入でん粉等との価格調整業務及び情報収集提供業務である。

○運営費交付金債務残高の発生理由は、自己収入を充当する業務経費が予算を下回り、翌事業年度に繰り越し

　 たもの。（注：運営費交付金の収益化については、自己収入を優先的に充てることと している。）

○翌事業年度に繰り越した運営費交付金債務残高については、翌事業年度において収益化する予定である。

88,079,973

費用進行基準を採用した業務に係る分

計

費用進行基準を採用した業務に係る分

計

 (3)  運営費交付金債務残高の明細

運営費交付金債務残高 残高の発生理由及び収益化等の計画

費用進行基準を採用した業務に係る分

計
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３　役員及び職員の給与の明細

支給額 支給人員 支給額 支給人員

(-) (-) (-) (-)

9,112 10 856 5

(10,957) (11) (-) (-)

155,020 26 -                       -                       

(10,957) (11) (-) (-)

164,132 36 856 5

※ 注記事項

1.金額は当勘定の負担分を記載しており、単位未満を切り捨てて表示しております。

4.（　）内は、非常勤の職員を外数で記載し、支給人員は12ヶ月間の平均人数を記載しております。

5.中期計画における人件費は、報酬又は給与、法定福利費並びに退職手当であり、附属明細書における報酬又は給与は、役員報酬

　並びに給与及び手当であり、退職手当は退職手当であります。

合計

（単位：千円、人）

報酬又は給与 退職手当

役員

区分

3．報酬又は給与の支給人員は、12ヶ月間の平均人員数を記載しております。

2.役員に対する支給の基準は、独立行政法人農畜産業振興機構役員給与規程及び役員退職手当支給規程に定めております。

　 また、職員に対する支給の基準は、独立行政法人農畜産業振興機構職員給与規程及び職員退職手当支給規程に定めております。

職員
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４　その他の主要な資産及び負債の明細

 (1)  現金及び預金 （単位：円）

 (2)  未収金 （単位：円）

事業未収金

一般管理費等未収金

 (3)  未払金 （単位：円）

事業費未払金

一般管理費等未払金 5,292,036

計 1,605,060,240

項　目 期末残高

項　目 期末残高

1,347,952,649

1,348,153,869

350,000,000

普通預金 144,060,240

107,953,671

項　目 期末残高

201,220

定期預金

計

計 113,245,707

通知預金 1,111,000,000
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